別紙様式
平成２４年度当初予算　　　支出科目　款：民生費　項：児童福祉費　目：母子福祉費
	事業名: 母子家庭等援護事業費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　
　　　　　　　　　　健康福祉部　子ども家庭課　家庭支援担当　電話番号：058-272-1111（内2639）

　　　　　E-mail：c11217@pref.gifu.lg.jp
	事業費


　要求額：184,294千円（前年度予算額：187,525千円）

	事業内容


	１　事業の内容


（１）自立支援教育訓練給付金事業
教育訓練講座を受講して職業能力の開発を自主的に行う母子家庭の母に対して、受講終了後に給付金を支給し、職業能力の開発を促進する。教育訓練にかかる費用の20%（上限10万円）を支給する。

（２）高等技能訓練促進費等事業
看護師、介護福祉士など、経済的自立に効果的な資格取得を目的とする養成校において２年以上受講する母子家庭の母に、一定期間手当を支給して、生活の負担の軽減を図り、資格取得を容易にする。修業期間の全期間（平成24年度までに修業を開始した者に限る）、非課税世帯月額141,000円（平成24度入学者は100,000円）、課税世帯月額70,500円。また訓練修了後に、非課税世帯50,000円、課税世帯25,000円の入学支援修了一時金を支給する。
（３）ひとり親家庭等生活支援事業費補助金
ひとり親家庭等の生活支援を行うために必要な生活支援事業にかかる経費を補助する。
（４）母子家庭等就業・自立支援センター事業
母子家庭の母等に対して、就業や養育費に関する相談から就業情報の提供に至るまでの一貫した就業・自立支援サービスを提供する母子家庭等就業・自立支援センター事業を財団法人岐阜県母子寡婦福祉連合会に委託。就業相談、就業支援講習会、就業情報提供、養育費相談、弁護士・税理士等による専門相談の各種事業を実施し、母子家庭の母等へ就業や生活に関する総合的な支援を図る。
	２　所要経費


（１）自立支援教育訓練給付金事業　55千円
（２）高等技能訓練促進費等事業　173,290千円

（３）ひとり親家庭等生活支援事業費補助金　393千円
（４）母子家庭等就業・自立支援センター事業　10,556千円
	これまでの取組と成果


	１　長期構想上の位置付け


Ⅲ　誰もが活躍できるふるさと岐阜県づくり
２ 女性が働きやすく、活躍できる地域をつくる
  ・母子家庭の母の就業と生活を支援する
	２　これまでの取組状況


　経済的自立に効果的な資格取得を目指す母子家庭の母に対し生活費として高等技能訓練促進費を支給した（H22年度　県（町村分）20人、市分154人）。また、母子家庭就業・自立支援センター事業の中で、ヘルパー2級等の講習会、ひとり親家庭の就業相談・養育費相談等を行っており、ひとり親家庭の就業と生活を総合的に支援している。
	３　これまでの取組に対する評価


高等技能訓練促進費の受給者はH22年度からH23年度にかけて44名増加しており40%増となっている。修了者の多くは資格を取得し、正社員として就業している。
平成22年3月策定の「岐阜県ひとり親家庭等自立促進計画」に沿って、引き続きひとり親家庭の自立を支援していく。
	決定額の考え方


	要求額の財源内訳（単位：千円）


	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫
支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財　産収　入
	寄付金
	その他
	県　債
	一　般
財　源

	前年度

予算額
	187,525
	14,469
	
	
	
	
	
	
	173,056

	要求額
	184,294
	12,062
	
	
	
	
	
	
	172,232

	決定額
	184,294
	12,062
	
	
	
	
	
	
	172,232


